


平成３０年度　第２次補正予算　富山県における事業計画 総括表
（単位：千円）

事業区分 負担基本額 地方負担額

河川関係 2,532,500 844,164

道路関係 680,000 318,333

公園関係 0 0

港湾関係
（港湾海岸事業を含む。）

400,000 200,000

空港関係 0 0

合計 3,612,500 1,362,497

（注）端数処理の関係上、合計と一致しないことがある。



平成３０年度第２次補正　富山県における事業計画（水管理・国土保全局関係）
（単位：千円）

工事費 測量設計費
用地費及
補償費

船舶及
機械器具費

附帯工事費 事業委託費 事業車両費

河川事業 738,000 45,000 15,000 0 0 0 0 798,000 265,999

河川改修費 738,000 45,000 15,000 0 0 0 0 798,000 265,999

一般河川改修事業 738,000 45,000 15,000 0 0 0 0 798,000 265,999

140,000 0 0 0 0 0 0 140,000 46,666

68,000 2,000 0 0 0 0 0 70,000 23,333

381,000 39,000 15,000 0 0 0 0 435,000 145,000

88,000 2,000 0 0 0 0 0 90,000 30,000

　

61,000 2,000 0 0 0 0 0 63,000 21,000

1,278,500 65,000 0 70,500 0 0 0 1,414,000 471,332

砂防事業費 1,278,500 65,000 0 70,500 0 0 0 1,414,000 471,332

690,000 0 0 50,000 0 0 0 740,000 246,666

（706,000）

307,500 25,000 0 20,500 0 0 0 353,000 117,666

281,000 40,000 0 0 0 0 0 321,000 107,000

海岸事業 200,000 0 0 120,500 0 0 0 320,500 106,833

海岸保全施設整備事業費 200,000 0 0 120,500 0 0 0 320,500 106,833

下新川海岸 直轄施行区域　L=17,225m 1,031 200,000 0 0 120,500 0 0 0 320,500 106,833
第６工区　護岸工　L=300m（平成32年度完成予定）
観測体制強化　N=3箇所（平成30年度完成予定）

2,216,500 110,000 15,000 191,000 0 0 0 2,532,500 844,164

（注） 　「負担基本額」の欄については、当該都道府県の負担対象となる額を記載しています。

複数県間でアロケーションがなされる事業については、「負担基本額」欄括弧内、全体事業費に他県分を含む全体額を記載しています。

小矢部川

黒薙川第４号砂防堰堤改築（平成32年度完成予定）
小黒部谷第２号砂防堰堤（平成32年度完成予定）

神通川水系
流域面積
A=761km2

607

右俣谷第４号砂防堰堤改築
跡津川砂防堰堤群（平成35年度完成予定）
蒲田川流域砂防設備改築（平成30年度完成予定）
平湯川砂防樹林帯（平成33年度完成予定）
白谷砂防堰堤群（平成32年度完成予定）
高原川流域砂防設備改築（平成31年度完成予定）　等

黒部川水系
流域面積
A=667km2

124

砂防事業

常願寺川水系
流域面積
A=354km2

854

兎谷砂防堰堤群（Ⅱ期）（平成32年度完成予定）
湯川上流砂防堰堤群
有峰地区渓岸対策（平成35年度完成予定）
真川第３号砂防堰堤（平成33年度完成予定）
桑谷上流砂防堰堤（平成31年度完成予定）　等

備考
内訳

計

黒部川
直轄管理区間　L=20.7km
（黒部川築堤・護岸・河道掘削他）

90 荒俣地区　河道掘削V=15千m3、樹木伐採A=50千m2　等

対象科目 全体事業規模
全体事業費
（億円）

負担基本額

地　方
負担額

平成30年度事業内容

直轄管理区間　L=37.4km
（小矢部川築堤・護岸・河道掘削他）

114 綾子地区　河道掘削V=11千m3　（平成30年度完成予定）　等

神通川
直轄管理区間　L=48.1km
（神通川築堤・護岸・河道掘削他）

390

常願寺川
直轄管理区間　L=21.5km
（常願寺川築堤・護岸・河道掘削他）

125
日置地区　河道掘削V=15千m3、樹木伐採A=29千m2　（平成30年度完成予定）
等

全体事業費については、事業工程上の必要額を便宜的に記載したものであり、災害の発生状況、毎年度の予算状況、用地・工事の進捗等により変更されることがあります。

庄川
直轄管理区間　L=26.1km
（庄川築堤・護岸・河道掘削他）

389
上高岡地区　河道掘削V=4千m3、樹木伐採A=8千m2　（平成30年度完成予定）
大門地区　河道掘削V=5千m3、樹木伐採A=10千m2　（平成30年度完成予定）
等

草島地区　河道掘削V=2千m3、樹木伐採A=5千m2
葛原地区　河道掘削V=20千m3　（平成31年度完成予定）
速星地区　河道掘削V=2千m3、樹木伐採A=4千m2
千里地区　法尻補強L=200m　（平成32年度完成予定）　　等



平成３０年度補正　富山県における事業計画（道路関係〔直轄〕）

改築事業

工事費
測　量
設計費

用地費及
補償費

船舶及機
械器具費

附帯工事費
事　業
車両費

国道359号 砺波東バイパス L=6.1km 231 130,000 0 0 0 0 0 130,000 43,333
・工事推進：
　　般若地区改良工

砺波市芹谷～砺波市頼成
L=1.6km(2/2)
2019年度開通予定

130,000 0 0 0 0 0 130,000 43,333   

（注）地方負担額については、千円未満の端数処理の関係で合計が負担額通知と合わない場合がある。

（注）備考欄の開通予定については、事業進捗等により今後、変更する場合がある。

合　　　　計

箇所名等 事業規模
全体事業費

（億円）
備考内　　　訳

計

負担基本額（千円）

地　方
負担額 Ｈ３０補正事業内容



平成３０年度補正　富山県における事業計画（道路関係〔直轄〕）

交通安全事業（Ⅱ種）

工事費
測　量
設計費

用地費及
補償費

船舶及機
械器具費

附帯工事費
事　業
車両費

－ － 335,000 30,000 0 0 0 0 365,000 182,500

道路標識、情報提供機器（情報提供板）、情報収集機
器（ITV）、簡易パーキング（魚津市、小矢部市）、簡易
パーキング（道の駅「カモンパーク新湊」、道の駅「万
葉の里高岡」）

－ － 30,000 0 0 0 0 0 30,000 15,000
道路標識、情報収集機器（ITV）、簡易パーキング（道
の駅「細入」）

－ － 5,000 0 0 0 0 0 5,000 2,500 情報収集機器（ITV）

－ 370,000 30,000 0 0 0 0 400,000 200,000   

（注）地方負担額については、千円未満の端数処理の関係で合計が負担額通知と合わない場合がある。

国道41号 －

国道470号 －

合　　　　計

備考内　　　訳
計

国道8号 －

箇所名等 事業規模
全体事業費

（億円）

負担基本額（千円）

地　方
負担額 Ｈ３０年度補正事業内容



平成３０年度補正　富山県における事業計画（道路関係〔直轄〕）

電線共同溝事業

工事費
測　量
設計費

用地費及
補償費

船舶及機
械器具費

附帯工事費
事　業
車両費

国道8号 富山8号電線共同溝 0 80,000 0 0 0 0 80,000 40,000

羽広電線共同溝 L=2.1km 18 0 80,000 0 0 0 0 80,000 40,000 ・調査設計
開通時期については、完成に向けた
円滑な事業実施環境が整った段階で
確定予定

国道156号 富山156号電線共同溝 0 70,000 0 0 0 0 70,000 35,000

内免電線共同溝 L=2.0km 16 0 70,000 0 0 0 0 70,000 35,000 ・調査設計
開通時期については、完成に向けた
円滑な事業実施環境が整った段階で
確定予定

0 150,000 0 0 0 0 150,000 75,000   

（注）地方負担額については、千円未満の端数処理の関係で合計が負担額通知と合わない場合がある。

（注）備考欄の完成予定については、事業進捗等により今後、変更する場合がある。

備考内　　　訳
計

合　　　　計

箇所名等 事業規模
全体事業費

（億円）

負担基本額（千円）

地　方
負担額 Ｈ３０補正事業内容



平成30年度第2次補正　伏木富山港（港湾管理者：富山県）における事業内容等　（港湾関係）

港湾整備事業 （単位：千円）

工事費
測　量
設計費

用地費及
補償費

船舶及機
械器具費

附　帯
工事費

事　業
車両費

伏木富山港 ～予防保全事業～

富山地区

400,000 0 0 0 0 0 400,000 200,000

400,000 0 0 0 0 0 400,000 200,000

（注1） 端数処理の関係で施設毎の合計と合わない場合があります。
（注2） 「事業実施環境」とは、漁業補償の締結、公有水面埋立免許の取得、用地取得の完了、土砂処分場の確保後等といった、事業を進捗させる上で不可欠な環境のことです。

港名 施設名 事業規模
全体事業費
（億円）

負担基本額

地　方
負担額

事業内容 備考
内訳

計

計

71

平成30年代前半完成予定
※完成に向けた円滑な事
業実施環境（注２）が
整った段階で確定予定岸壁(-10m)(2号)(改良) L=185m

基礎工 1式、本体工 1式、裏込・裏埋工
1式


